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 東北地方太平洋沖地震の被災地への救援物資の速やかな輸送を図るため、救援活動

に従事する航空機から緊急援助物資を投下する際、航空法第８９条ただし書の規定に

より必要となる届出等に関する事務処理については、以下のとおり弾力的に運用する

とともに、この旨関係機関及び関係団体に通知しました。 

 

１．原則として文書による届出を求めてきたところ、救援活動に従事する航空機から

物件の投下を行う場合には、電話による連絡をもって取り扱うものとする。 

 

２．物件の投下を反復して行う場合には原則として１５日毎の届出を求めてきたとこ

ろ、警察、消防等の公共機関の航空機及び当該公共機関の依頼により救援活動に従

事する航空機から物件の投下を行う場合には、救援活動が長期かつ広範囲に及ぶこ

とも想定されることから、当該救援活動期間における物件の投下について、具体的

な回数又は場所を特定しない包括的な届出をすることができることとする。 

 

３．２．以外の航空機であっても、今回の救援活動での実績等により安全上問題ない

と判別される場合には、当該救援活動期間における物件の投下について、必要な範

囲内において、具体的な回数又は場所を特定しない包括的な届出をすることができ

ることとする。 

 

※ 自衛隊の航空機については、自衛隊法の規定により、物件の投下の届出が不要と

されています。 

 

 なお、上記の措置に加え、物件の投下を行う際には通常必要となる「空港以外の場

所での離着陸の許可（航空法第７９条ただし書）」及び「最低安全高度以下の飛行の

許可（航空法第８１条ただし書）」に関しても、具体的な回数又は場所を特定しない

包括的な許可手続を行うことができることとするなど、弾力的な運用を図ることとし

ます。 
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